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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ）バルブ金属である電極材料（２）の多孔質の電極体（１）を準備する工程であって
、誘電体（３）が、アノード体（５）の形成下で前記電極材料（２）の１つの表面（４）
を少なくとも部分的に覆う、工程と、
　ｂ）分散剤、異質ドープされた導電性ポリマーおよび前記異質ドープされた導電性ポリ
マーと共有結合しない対イオンを含む分散液を、前記アノード体（５）の少なくとも一部
の中に導入する工程と、
　ｃ）コンデンサ本体における固体電解質（６）を得ている状態で前記分散剤を少なくと
も部分的に除去する工程と、
を含む、コンデンサを製造するためのプロセスであって、
　前記分散液が、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）とポリスチレンスルホン
酸のイオン錯体を含み、
　自己ドープされた導電性ポリマーが、前記アノード体（５）の少なくとも一部の中にさ
らに導入され、前記自己ドープされた導電性ポリマーがポリチオフェンであり、かつ前記
自己ドープされたポリチオフェンが、式（Ｉ）
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【化１】

（式中、
　Ｘ、Ｙは、同一または異なり、Ｏ、Ｓ、Ｎ－Ｒ１を表し、
　Ｚは、－（ＣＨ２）ｍ－ＣＲ２Ｒ３－（ＣＨ２）ｎ－を表し、
　Ｒ１は、アリール、Ｃ１－Ｃ１８－アルキルまたは水素を表し、
　Ｒ２は、水素または－（ＣＨ２）Ｓ－Ｏ－（ＣＨ２）ｐ－ＳＯ３

－Ｍ＋を表し、
　Ｒ３は、－（ＣＨ２）Ｓ－Ｏ－（ＣＨ２）ｐ－ＳＯ３

－Ｍ＋を表し、
　Ｍ＋は、カチオンを表し、
　ｍ、ｎは、同一または異なり、０～３の整数を表し、
　ｓは、０～１０の整数を表し、
　ｐは、１～１８の整数を表す）
の繰り返し単位からなる、プロセス。
【請求項２】
　Ｘ、Ｙは、Ｏを表し、
　Ｚは、－（ＣＨ２）ｍ－ＣＲ２Ｒ３－（ＣＨ２）ｎ－を表し、
　Ｒ２は、水素または－（ＣＨ２）Ｓ－Ｏ－（ＣＨ２）ｐ－ＳＯ３

－Ｍ＋を表し、
　Ｒ３は、－（ＣＨ２）Ｓ－Ｏ－（ＣＨ２）ｐ－ＳＯ３

－Ｍ＋を表し、
　Ｍ＋は、カチオンを表し、
　ｍ、ｎは、同一または異なり、０～３の整数を表し、
　ｓは、０～１０の整数を表し、
　ｐは、１～１８の整数を表す、
請求項１に記載のプロセス。
【請求項３】
　Ｘ、Ｙは、Ｏを表し、
　Ｚは、－（ＣＨ２）－ＣＲ２Ｒ３－（ＣＨ２）ｎ－を表し、
　Ｒ２は、水素を表し、
　Ｒ３は、－（ＣＨ２）Ｓ－Ｏ－（ＣＨ２）ｐ－ＳＯ３

－Ｍ＋を表し、
　Ｍ＋は、Ｎａ＋またはＫ＋を表し、
　ｎは、０または１を表し、
　ｓは、０または１を表し、
　ｐは、３、４または５を表す、
請求項１または２に記載のプロセス。
【請求項４】
　前記分散液が、前記プロセスの工程ｂ）に記載される前記アノード体（５）の少なくと
も一部の中に導入される前に、前記自己ドープされた導電性ポリマーが、溶液または分散
液の形態で前記アノード体（５）の少なくとも一部の中に導入される、請求項１～３のい
ずれか一項に記載のプロセス。
【請求項５】
　前記分散液が、前記プロセスの工程ｂ）に記載される前記アノード体（５）の少なくと
も一部の中に導入された後に、前記自己ドープされた導電性ポリマーが、溶液または分散
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液の形態で前記アノード体（５）の少なくとも一部の中に導入される、請求項１～３のい
ずれか一項に記載のプロセス。
【請求項６】
　前記自己ドープされた導電性ポリマーが、前記プロセスの工程ｂ）に記載される前記ア
ノード体（５）の少なくとも一部の中に導入される前記分散液の中に含まれる、請求項１
～３のいずれか一項に記載のプロセス。
【請求項７】
　前記固体電解質（６）における自己ドープされたポリマー対異質ドープされたポリマー
の重量比が１００：１～１：１００の範囲である量で、前記自己ドープされた導電性ポリ
マーが前記アノード体（５）の少なくとも一部の中に導入される、請求項１～６のいずれ
か一項に記載のプロセス。
【請求項８】
　バルブ金属である電極材料（２）の多孔質の電極体（１）を含むコンデンサであって、
誘電体（３）が、前記電極材料（２）の表面（４）を少なくとも部分的に覆い、アノード
体（５）を形成し、前記アノード体（５）は、異質ドープされた導電性ポリマー、前記異
質ドープされた導電性ポリマーと共有結合しない対イオンおよび自己ドープされた導電性
ポリマーを含む固体電解質（６）で少なくとも部分的にコーティングされる、前記異質ド
ープされた導電性ポリマーがポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）であり、前記
対イオンがポリアニオンとして存在し、前記ポリアニオンがポリスチレンスルホン酸であ
り、前記自己ドープされた導電性ポリマーがポリチオフェンであり、かつ前記自己ドープ
されたポリチオフェンが、式（Ｉ）

【化２】

（式中、
　Ｘ、Ｙは、同一または異なり、Ｏ、Ｓ、Ｎ－Ｒ１を表し、
　Ｚは、－（ＣＨ２）ｍ－ＣＲ２Ｒ３－（ＣＨ２）ｎ－を表し、
　Ｒ１は、アリール、Ｃ１－Ｃ１８－アルキルまたは水素を表し、
　Ｒ２は、水素または－（ＣＨ２）Ｓ－Ｏ－（ＣＨ２）ｐ－ＳＯ３

－Ｍ＋を表し、
　Ｒ３は、－（ＣＨ２）Ｓ－Ｏ－（ＣＨ２）ｐ－ＳＯ３

－Ｍ＋を表し、
　Ｍ＋は、カチオンを表し、
　ｍ、ｎは、同一または異なり、０～３の整数を表し、
　ｓは、０～１０の整数を表し、
　ｐは、１～１８の整数を表す）
の繰り返し単位からなる、コンデンサ。
【請求項９】
　前記自己ドープされた導電性ポリマーが、請求項２または３に定義されている通りであ
る、請求項８に記載のコンデンサ。
【請求項１０】
　前記固体電解質（６）における自己ドープされたポリマー対異質ドープされたポリマー
の重量比が１００：１～１：１００の範囲である、請求項８または９に記載のコンデンサ
。
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【請求項１１】
　請求項８～１０のいずれか一項に記載のコンデンサを含む電子回路。
【請求項１２】
　電子回路における請求項８～１０のいずれか一項に記載のコンデンサの使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コンデンサを製造するためのプロセス、このプロセスによって得られるコン
デンサ、電子回路、コンデンサおよび分散液の使用に関する。
【背景技術】
【０００２】
　市販の電解コンデンサは、概して、多孔性金属電極と、金属表面上の誘電体としての役
割を果たす酸化物層と、この多孔性構造体の中へと導入されている電気伝導性物質、通常
は固体と、外部電極（接点接続）、例えば銀層と、さらなる電気接点と封入体とから構成
される。しばしば使用される電解コンデンサは、タンタル電解コンデンサであり、このタ
ンタル電解コンデンサのアノード電極はバルブ金属のタンタルから作製され、このタンタ
ルの上に五酸化タンタルの均一な誘電体層がアノード酸化（「形成」とも呼ばれる）によ
って生成されている。液体電解質または固体電解質は、コンデンサのカソードを形成する
。アノード電極がバルブ金属であるアルミニウムから作製され、このアルミニウムの上に
均一な電気絶縁性の酸化アルミニウム層がアノード酸化によって誘電体として生成されて
いる、アルミニウムコンデンサが、さらに頻繁に用いられる。ここでも、液体電解質また
は固体電解質がコンデンサのカソードを形成する。アルミニウムコンデンサは、通常、巻
回型または積層型（ｓｔａｃｋ－ｔｙｐｅ）コンデンサとして構築される。
【０００３】
　π共役ポリマーは、それらの高い電気伝導率が理由で、上記のコンデンサにおける固体
電解質として特に適切である。π共役ポリマーは、導電性ポリマーまたは合成金属とも呼
ばれる。πポリマーは、加工性、重量、および化学修飾によって特性を狙った設定にでき
ることの点で、金属に勝る利点を有するので、導電性ポリマーは、ますます経済的に重要
になってきている。公知のπ共役ポリマーの例は、ポリピロール、ポリチオフェン、ポリ
アニリン、ポリアセチレン、ポリフェニレンおよびポリ（ｐ－フェニレン－ビニレン）で
あり、工業的に使用される特に重要なポリチオフェンはポリ（３，４－エチレンジオキシ
チオフェン）（ＰＥＤＯＴ）である。なぜなら、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフ
ェン）（ＰＥＤＯＴ）は、その酸化された形態において、非常に高い電気伝導率を有する
からである。
【０００４】
　導電性ポリマーに基づく固体電解質は、種々の方法で酸化物層に付与することができる
。従って、特許文献１は、例えば、３，４－エチレンジオキシチオフェンからの固体電解
質の調製、および電解コンデンサにおけるその使用を記載する。この刊行物の教示によれ
ば、３，４－エチレンジオキシチオフェンは、その場で酸化物層の上へと重合される。
【０００５】
　しかしながら、その場重合を使用する固体電解コンデンサの製造の短所は、中でもとり
わけ、プロセスの複雑さである。このように、いずれの場合も含浸、重合および適切な場
合、洗浄の工程を含む重合プロセスは、概して数時間続く。特定の状況下では、爆発性の
または有毒な溶媒もここで用いられる必要がある。固体電解コンデンサの製造のためのそ
の場プロセスのさらなる欠点は、概して、酸化剤のアニオンまたは、適切な場合、他の単
量体状アニオンが、導電性ポリマーについての対イオンとしての役割を果たすということ
である。しかしながら、それらアニオンの小さいサイズが原因で、これらは、十分に安定
な様態でポリマーに結合されない。結果として、対イオンの拡散およびそれゆえコンデン
サの等価直列抵抗（ＥＳＲ）の上昇が、とりわけコンデンサの上昇した使用温度で起こる
可能性がある。化学的なその場重合における高分子量の高分子対イオンの代替的使用は、
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十分な導電性のフィルムへとつながらず、それゆえ低ＥＳＲ値にはつながらない。
【０００６】
　上記のその場重合に加えて、コンデンサにおける固体電解質を製造するためのプロセス
であって、既に重合したチオフェンおよび対イオンとしてポリアニオンを含む分散液、例
えば従来技術から知られているＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ分散液が、酸化物層に付与され、次い
で分散剤がエバポレーションによって除去される、プロセスもまた、従来技術から知られ
ている。
【０００７】
　しかしながら、このような分散液を利用することによって得られるコンデンサの欠点は
、とりわけ、一方で、それらが比較的低いキャパシタンス、他方で、それらが十分でない
低い温度特性によって特徴付けられることである。これに関してコンデンサの「低い温度
特性」は、その電気特性値、例えば、キャパシタンス、等価直列抵抗、破壊電圧または残
留電流に対する影響であるが、特に低い温度、特に－６０℃未満の温度でのキャパシタン
スに対する影響を意味すると理解される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】欧州特許出願公開第０　３４０　５１２号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、コンデンサに関連して、特に固体電解コンデンサに関連して、非常に特に好
ましくは従来技術から知られているアルミニウムまたはタンタルコンデンサに関連して、
従来技術から生じる不都合な点を克服する目的に基づいた。
【００１０】
　特に、本発明は、コンデンサを製造するためのプロセスを提供する目的に基づき、これ
により、最も低い可能な技術的費用で、可能な限り低い等価直列抵抗に加えて、適切なキ
ャパシタンスおよび適切な低い温度特性の両方を示すコンデンサが提供され得る。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上述の目的を達成することに対する寄与は、
　ａ）電極材料の電極体を準備する工程であって、誘電体が、アノード体の形成下でこの
電極材料の１つの表面を少なくとも部分的に覆う、工程、
　ｂ）分散剤、異質ドープされた導電性ポリマーおよび異質ドープされた導電性ポリマー
に共有結合しない対イオンを含む分散液を、アノード体の少なくとも一部の中に導入する
工程、
　ｃ）コンデンサ本体において固体電解質を得ている状態で、分散剤を少なくとも部分的
に除去する工程
を含み、自己ドープされた導電性ポリマーがアノード体の少なくとも一部の中にさらに導
入される、コンデンサを製造するためのプロセスによってなされる。
【００１２】
　本発明に係るプロセスに関して、異質ドープされた導電性ポリマーおよび自己ドープさ
れた導電性ポリマーが、アノード体の少なくとも一部の中にポリマーとして導入され、特
にその場重合によりアノード体の中で一度も調製されないことが特に好ましい。
【００１３】
　プロセスの工程ａ）において、誘電体が、アノード体を形成するためにこの電極材料の
１つの表面を少なくとも部分的に覆う、電極材料の電極体が最初に提供される。
【００１４】
　原則として、電極体は、高表面積のバルブ金属粉末をプレスし、それを焼結して通常の
多孔質の電極体を得ることによって製造され得る。好ましくはバルブ金属、例えばタンタ
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ルの電気接点ワイヤもまた、慣例的にここで電気本体にプレスされる。次いで電極体は、
例えば、誘電体、すなわち酸化層で電気化学的酸化によってコーティングされる。あるい
は、金属箔がまた、多孔質領域を有するアノード箔を得るために電気化学的酸化によって
エッチングされ、誘電体でコーティングされてもよい。巻回型コンデンサにおいて、電極
体を形成する多孔質領域を有するアノード箔、およびカソード箔はセパレータによって分
離され、巻かれる。
【００１５】
　本発明に関して、バルブ金属は、酸化層が両方の方向において等しく可能な電流を与え
ないこれらの金属を意味すると理解される。アノードに印加された電圧の場合、バルブ金
属の酸化層は電流を遮断するが、カソードに印加された電圧の場合、大きな電流が発生し
、酸化層を破壊し得る。バルブ金属としては、Ｂｅ、Ｍｇ、Ａｌ、Ｇｅ、Ｓｉ、Ｓｎ、Ｓ
ｂ、Ｂｉ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｈｆ、Ｖ、Ｎｂ、ＴａおよびＷならびにこれらの金属の少なくと
も１種と他の元素の合金または化合物が挙げられる。最も良く知られているバルブ金属の
例はＡｌ、ＴａおよびＮｂである。バルブ金属に匹敵する電気特性を有する化合物は、酸
化され得、酸化層が上記の特性を有する金属伝導性を有するものである。例えば、ＮｂＯ
は金属伝導性を有するが、一般にバルブ金属とみなされない。しかしながら、酸化された
ＮｂＯの層はバルブ金属酸化層の典型的な特性を有するので、ＮｂＯまたはＮｂＯと他の
元素の合金もしくは化合物が、バルブ金属に匹敵する電気特性を有するこのような化合物
の典型的な例である。タンタル、アルミニウムの電極材料およびニオブまたは酸化ニオブ
に基づいたこれらの電極材料が好ましい。タンタルおよびアルミニウムが電極材料として
非常に特に好ましい。
【００１６】
　しばしば、多孔質領域を有する電極体の製造に関して、バルブ金属は、例えば、粉末形
態で焼結されて、通常の多孔質電極体を得ることができるか、または多孔質構造が金属本
体にスタンプされる。後者は例えば箔をエッチングすることによって実施され得る。
【００１７】
　簡潔さのために、多孔質領域を有する本体はまた、以下において多孔質と呼ばれる。し
たがって、例えば、多孔質領域を有する電極体はまた、多孔質電極体と呼ばれる。一方で
、多孔質本体は複数のチャネルが広がり得るので、スポンジ状である。これはしばしば、
タンタルがコンデンサの構築のために使用される場合である。さらに、表面のみが、穴を
有し、表面の穴の下の領域が詰まった構成を有することも可能である。このような状況は
しばしば、アルミニウムがコンデンサの構築のために使用される場合に観察される。好ま
しくは、電極体は多孔質である。
【００１８】
　しばしば、このように製造された多孔質の電極体は次に、例えば、誘電体を形成するた
めに、電圧を印加することによって、リン酸またはアジピン酸アンモニウム水溶液などの
適切な電解質において酸化される。この電圧を形成するレベルは、達成される酸化層の厚
さまたはコンデンサの後での使用電圧に依存する。好ましい電圧の形成は、１～５００Ｖ
の範囲、特に好ましくは２～１５０Ｖの範囲、非常に特に好ましくは３～６０Ｖの範囲で
ある。
【００１９】
　概して、利用される多孔質の電極体は、好ましくは、１０～９０％、好ましくは３０～
８０％、特に好ましくは５０～８０％の多孔性および１０～１０，０００ｎｍ、好ましく
は２０～５，０００ｎｍ、特に好ましくは５０～３，０００ｎｍの平均孔径を有する。
【００２０】
　本発明に係るプロセスの特定の実施形態によれば、製造される電解コンデンサはアルミ
ニウム巻回型コンデンサである。この場合、プロセスの工程ａ）において、多孔質アルミ
ニウム箔が電極材料としてアノードに形成され、アルミニウム酸化コーティングが誘電体
として形成される。このように得られたアルミニウム箔（アノード箔）には次いで、接触
ワイヤが提供され、同様に接触ワイヤが提供されるさらなる任意の多孔質アルミニウム箔
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（カソード箔）と共に巻かれ、これらの２つの箔は、例えば、セルロースまたは好ましく
は合成紙に基づいた１つ以上のセパレータによって互いに間隔をあけられる。巻かれた後
、このように得られたアノード体は、例えば、接着テープによって固定される。セパレー
タ（複数も含む）はオーブン中で加熱することによって炭化され得る。この方法およびア
ルミニウム巻回型コンデンサのためのアノード体の製造様式は、従来技術から十分に知ら
れており、例えば、米国特許第７，４９７，８７９号Ｂ２に記載されている。
【００２１】
　本発明に係るプロセスのさらなる特定の実施形態によれば、製造される電解コンデンサ
は、アルミニウム積層コンデンサまたはタンタル電解コンデンサ（「タンタルエルコ（ｔ
ａｎｔａｌｕｍ　ｅｌｃｏ）」）であり、特に、ポリマー外層を有するタンタル電解コン
デンサなどは独国特許出願公開第１０　２００９　００７５９４号に記載されている。
【００２２】
　本発明に係るプロセスの工程ｂ）において、分散剤、異質ドープされた導電性ポリマー
および異質ドープされた導電性ポリマーに共有結合しない対イオンを含む分散液が次いで
、アノード体の少なくとも一部の中に導入される。
【００２３】
　本発明に関連して、「異質ドープされた（ｆｏｒｅｉｇｎ－ｄｏｐｅｄ）導電性ポリマ
ー」は本明細書において、ポリマー鎖に沿って正電荷を有する導電性ポリマーであって、
これらの正電荷は負電荷の対イオンによって少なくとも部分的に均衡になり、これらの負
電荷の対イオンは導電性ポリマーに共有結合しない（しかし、この導電性ポリマーと異な
る他のモノマーまたはポリマーと共有結合できる）、導電性ポリマーを意味すると理解さ
れる。
【００２４】
　これと対照的に、本発明に関連して、「自己ドープされた（ｓｅｌｆ－ｄｏｐｅｄ）導
電性ポリマー」は、ポリマー鎖に沿って正電荷を有する導電性ポリマーであって、これら
の正電荷は、導電性ポリマーに共有結合する負電荷の対イオンによって少なくとも部分的
に均衡になる、導電性ポリマーを意味すると理解される。
【００２５】
　分散液は、公知のプロセス、例えば含浸、浸漬、注ぎ込み（ｐｏｕｒｉｎｇ）、滴下（
ｄｒｉｐｐｉｎｇ　ｏｎ）、噴霧、ミスト形成（ｍｉｓｔｉｎｇ　ｏｎ）、ナイフコーテ
ィング、ブラッシングまたは印刷、例えばインクジェット印刷、スクリーン印刷またはタ
ンポン印刷によって、多孔質領域の中へと導入される。好ましくは、この導入は、プロセ
スの工程ａ）で準備されるアノード体を当該分散液の中へと浸漬すること、したがって当
該アノード体にこの分散液を含浸させることにより実施される。この分散液の中への浸漬
またはこの分散液を用いた含浸は、好ましくは１秒～１２０分の範囲、特に好ましくは１
０秒～６０分の範囲、最も好ましくは３０秒～１５分の範囲の時間の間、実施される。ア
ノード体の中への当該分散液の導入は、例えば、増圧または減圧、振動、超音波または熱
によって容易になる可能性がある。
【００２６】
　アノード体の中への分散液の導入は、直接的に、または接着促進剤、例えば有機官能性
シランもしくはその加水分解生成物、例えば３－グリシドオキシプロピルトリアルコキシ
シラン、３－アミノプロピルトリエトキシシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシ
シラン、３－メタクリルオキシプロピルトリメトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン
またはオクチルトリエトキシシランなどのシラン、および／または１以上の他の機能層を
使用して、実施することができる。
【００２７】
　この導入の結果として、分散液は、多孔性領域の細孔を層で覆うことがかなり少ないこ
とが好ましい。むしろ、この細孔の空洞の表面が、この分散液で少なくとも部分的に覆わ
れる。したがって、この分散液の中に存在する粒子は、細孔の開口部を覆う層を形成する
だけでなく；細孔の表面の少なくとも一部（すべての領域であることも多い）も分散液の
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粒子の層で覆われる。
【００２８】
　本発明に関連して使用される場合、「ポリマー」という用語は、本発明に関連して、１
つより多い同一または異なる繰り返し単位を有する全ての化合物を含む。
【００２９】
　本明細書において特に、「導電性ポリマー」は、酸化または還元によって、特に酸化に
よって、電気伝導性を有するπ共役ポリマーの化合物のクラスを意味すると理解される。
好ましくは導電性ポリマーは、酸化によって、少なくとも０．１Ｓ　ｃｍ－１のオーダー
の電気伝導性を有するこれらのπ共役ポリマーを意味すると理解される。
【００３０】
　分散液中の異質ドープされた導電性ポリマーは、好ましくは、ポリチオフェン、ポリピ
ロールまたはポリアニリンであるが、非常に特に好ましくはポリチオフェンである。
【００３１】
　これに関して、異質ドープされた導電性ポリマーが、一般式（ｉ）もしくは（ｉｉ）の
繰り返し単位または一般式（ｉ）および（ｉｉ）の単位の組み合わせを有するポリチオフ
ェン、好ましくは一般式（ｉｉ）の繰り返し単位を有するポリチオフェンであることが特
に好ましい。
【化１】

式中、
　Ａは、任意に置換されたＣ１－Ｃ５－アルキレンラジカルを表し、
　Ｒは、直鎖状もしくは分枝状の、任意に置換されたＣ１－Ｃ１８－アルキルラジカル、
任意に置換されたＣ５－Ｃ１２－シクロアルキルラジカル、任意に置換されたＣ６－Ｃ１

４－アリールラジカル、任意に置換されたＣ７－Ｃ１８－アラルキルラジカル、任意に置
換されたＣ１－Ｃ４－ヒドロキシアルキルラジカルまたはヒドロキシルラジカルを表し、
　ｘは、０～８の整数を表し、
　複数のラジカルＲがＡに結合されている場合、それらは同一であってもよいし、異なっ
ていてもよい。
【００３２】
　一般式（ｉ）および（ｉｉ）は、ｘ個の置換基ＲがアルキレンラジカルＡに結合されて
いてもよいということを意味すると理解されるべきである。
【００３３】
　Ａが任意に置換されたＣ２－Ｃ３－アルキレンラジカルを表し、ｘが０または１を表す
一般式（ｉｉ）の繰り返し単位を有するポリチオフェンが特に好ましい。
【００３４】
　本発明に関しては、接頭辞「ポリ」は、ポリマーまたはポリチオフェンが、複数の同一
のまたは異なる一般式（ｉ）および（ｉｉ）の繰り返し単位を含有するということを意味
すると理解されたい。一般式（ｉ）および／または（ｉｉ）の繰り返し単位に加えて、ポ
リチオフェンは、任意に、他の繰り返し単位も含むことができるが、ポリチオフェンのす
べての繰り返し単位のうちの少なくとも５０％、特に好ましくは少なくとも７５％、最も
好ましくは少なくとも９５％が一般式（ｉ）および／または（ｉｉ）、好ましくは一般式
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（ｉｉ）を有することが好ましい。上記のパーセンテージの数字は、ここで、異質ドープ
された導電性ポリマーにおいてモノマー単位の総数における構造式（ｉ）および（ｉｉ）
の単位の数値的量を表すことを意図する。ポリチオフェンは、全部でｎ個の一般式（ｉ）
および／または（ｉｉ）、好ましくは一般式（ｉｉ）の繰り返し単位を含有し、ここでｎ
は２～２，０００、好ましくは２～１００の整数である。一般式（ｉ）および／または（
ｉｉ）、好ましくは一般式（ｉｉ）の繰り返し単位は、ポリチオフェンの範囲内で各々同
じであってもよいし異なっていてもよい。いずれも同一の一般式（ｉｉ）の繰り返し単位
を有するポリチオフェンが好ましい。
【００３５】
　本発明に係るプロセスの非常に特定の実施形態によれば、ポリチオフェンの全ての繰り
返し単位の少なくとも５０％、特に好ましくは少なくとも７５％、さらにより好ましくは
少なくとも９５％、最も好ましくは１００％は、３，４－エチレンジオキシチオフェン単
位である（すなわち最も好ましいポリチオフェンはポリ（３，４－エチレンジオキシチオ
フェン）である）。
【００３６】
　ポリチオフェンは、いずれの場合も、末端基に、Ｈを有することが好ましい。
【００３７】
　本発明に関しては、Ｃ１－Ｃ５－アルキレンラジカルＡは、好ましくは、メチレン、エ
チレン、ｎ－プロピレン、ｎ－ブチレンまたはｎ－ペンチレンである。Ｃ１－Ｃ１８－ア
ルキルラジカルＲは、好ましくは、メチル、エチル、ｎ－またはｉｓｏ－プロピル、ｎ－
、ｉｓｏ－、ｓｅｃ－またはｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－ペンチル、１－メチルブチル、２－
メチルブチル、３－メチルブチル、１－エチルプロピル、１，１－ジメチルプロピル、１
，２－ジメチルプロピル、２，２－ジメチルプロピル、ｎ－ヘキシル、ｎ－ヘプチル、ｎ
－オクチル、２－エチルヘキシル、ｎ－ノニル、ｎ－デシル、ｎ－ウンデシル、ｎ－ドデ
シル、ｎ－トリデシル、ｎ－テトラデシル、ｎ－ヘキサデシルまたはｎ－オクタデシルな
どの直鎖状もしくは分枝状のＣ１～Ｃ１８－アルキルラジカルを表し、Ｃ５－Ｃ１２－シ
クロアルキルラジカルＲは、例えば、シクロペンチル、シクロヘキシル、シクロヘプチル
、シクロオクチル、シクロノニルまたはシクロデシルを表し、Ｃ５－Ｃ１４－アリールラ
ジカルＲは、例えば、フェニルまたはナフチルを表し、Ｃ７－Ｃ１８－アラルキルラジカ
ルＲは、例えば、ベンジル、ｏ－、ｍ－、ｐ－トリル、２，３－、２，４－、２，５－、
２，６－、３，４－、３，５－キシリルまたはメシチルを表す。上記の一覧は、本発明を
例として記載する役割を果たすが、排他的なものであるとみなされるべきではない。
【００３８】
　本発明に関しては、ラジカルＡおよび／またはラジカルＲの任意の可能性のあるさらな
る置換基は、多くの有機基、例えばアルキル、シクロアルキル、アリール、アラルキル、
アルコキシ、ハロゲン、エーテル、チオエーテル、ジスルフィド、スルホキシド、スルホ
ン、スルホネート、アミノ、アルデヒド、ケト、カルボン酸エステル、カルボン酸、カー
ボネート、カルボキシレート、シアノ、アルキルシランおよびアルコキシシラン基、なら
びにカルボキシアミド基である。
【００３９】
　異質ドープされた導電性ポリマーは、好ましくは、カチオン性であり、「カチオン性」
は、単にこのポリチオフェン主鎖上に存在する電荷のみを指す。正電荷は、上記式の中に
は示されていない。なぜなら、それらの正確な数および位置は明確に特定できないからで
ある。しかしながら正電荷の数は、少なくとも１であり、多くともｎである（ｎは、この
ポリチオフェン内のすべての（同じまたは異なる）繰り返し単位の総数である）。
【００４０】
　正電荷と均衡をとるために、カチオン性ポリチオフェンは対イオンとしてアニオンを必
要とし、対イオンは、単量体アニオンまたは高分子アニオンであってもよい。本発明によ
れば、これらの対イオンは、プロセスの工程ｂ）に利用される分散液中に含まれ、異質ド
ープされた導電性ポリマーに共有結合しない。
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【００４１】
　本発明に係るプロセスの特定の実施形態によれば、分散液に含まれる対イオンは高分子
アニオンとして存在する。高分子アニオンはまた、以下においてポリアニオンと呼ばれる
。ポリアニオンが利用される場合、分散液が、ポリチオフェン（異質ドープされた導電性
ポリマーとして）とポリアニオン（対イオンとして）のイオン錯体、非常に特に好ましく
はポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）とポリスチレンスルホン酸のイオン錯体
（いわゆるＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ錯体）を含むことが特に好ましい。
【００４２】
　ポリアニオンは対イオンとして単量体状アニオンよりも好ましい。なぜなら、ポリアニ
オンは膜形成に寄与し、かつそのサイズに起因して、熱的により安定な、電気伝導性の膜
を導くからである。本明細書においては、ポリアニオンは、例えばポリアクリル酸、ポリ
メタクリル酸もしくはポリマレイン酸などの高分子カルボン酸のアニオン、またはポリス
チレンスルホン酸およびポリビニルスルホン酸などの高分子スルホン酸のアニオンであっ
てもよい。これらのポリカルボン酸およびポリスルホン酸は、ビニルカルボン酸およびビ
ニルスルホン酸と他の重合性単量体（アクリル酸エステルおよびスチレンなど）との共重
合体であってもよい。特に好ましくは、固体電解質は、ポリチオフェンの正電荷と均衡を
とるために、高分子カルボン酸または高分子スルホン酸のアニオンを含有する。
【００４３】
　ポリチオフェン、特にポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）が使用される場合
は、先行技術から公知のＰＥＤＯＴ／ＰＳＳイオン錯体の形態の錯体として結びついて存
在することが好ましいポリスチレンスルホン酸（ＰＳＳ）のアニオンは、ポリアニオンと
して特に好ましい。このようなイオン錯体は、チオフェン単量体、好ましくは３，４－エ
チレンジオキシチオフェンを、水溶液中で、ポリスチレンスルホン酸の存在下で、酸化的
に重合することにより得ることができる。この詳細は、例えば、「ＰＥＤＯＴ・Ｐｒｉｎ
ｃｉｐｌｅｓ　ａｎｄ　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ　ｏｆ　ａｎ　Ｉｎｔｒｉｎｓｉｃａ
ｌｌｙ　Ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ　Ｐｏｌｙｍｅｒ」、Ｅｌｓｃｈｎｅｒら、ＣＲＣ　Ｐｒ
ｅｓｓ（２０１１）における９．１．３章に見出される。
【００４４】
　ポリアニオンを与えるポリ酸の分子量は、好ましくは１，０００～２，０００，０００
、より好ましくは２，０００～５００，０００である。ポリ酸またはそのアルカリ金属塩
は市販されているか、または例えばポリスチレンスルホン酸およびポリアクリル酸などは
、公知の方法（例えばＨｏｕｂｅｎ　Ｗｅｙｌ、Ｍｅｔｈｏｄｅｎ　ｄｅｒ　ｏｒｇａｎ
ｉｓｃｈｅｎ　Ｃｈｅｍｉｅ、第Ｅ２０巻、Ｍａｋｒｏｍｏｌｅｋｕｌａｒｅ　Ｓｔｏｆ
ｆｅ、第２部、（１９８７）、１１４１頁以下参照）によって製造することができる。
【００４５】
　ポリアニオンおよびポリチオフェン、特にポリスチレンスルホン酸およびポリ（３，４
－エチレンジオキシチオフェン）は、０．５：１～５０：１、好ましくは１：１～３０：
１、特に好ましくは２：１～２０：１の重量比で、分散液中に、また固体電解質中に存在
し得る。ここで、導電性ポリマーの重量比は、重合の間に完全な変換が起こると仮定して
、導電性ポリマーを調製するために利用されるモノマーの重量に対応する。本発明に係る
コンデンサの特定の実施形態によれば、ポリスチレンスルホン酸は、異質ドープされたポ
リチオフェンと比較して、特にポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）と比較して
過剰な重量で存在する。
【００４６】
　使用されるモノマーアニオンは、例えば、Ｃ１－Ｃ２０－アルカンスルホン酸、例えば
メタン－、エタン－、プロパン－、ブタンスルホン酸または高級スルホン酸、例えばドデ
カンスルホン酸、脂肪族ペルフルオロスルホン酸、例えばトリフルオロメタンスルホン酸
、ペルフルオロブタンスルホン酸またはペルフルオロオクタンスルホン酸、脂肪族Ｃ１－
Ｃ２０－カルボン酸、例えば２－エチルヘキシルカルボン酸、脂肪族ペルフルオロカルボ
ン酸、例えばトリフルオロ酢酸またはペルフルオロオクタン酸、および任意にＣ１－Ｃ２
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０－アルキル基により置換される芳香族スルホン酸、例えばベンゼンスルホン酸、ｏ－ト
ルエンスルホン酸、ｐ－トルエンスルホン酸またはドデシルベンゼンスルホン酸、および
シクロアルカンスルホン酸、例えばカンファースルホン酸、またはテトラフルオロボレー
ト、ヘキサフルオロホスフェート、過塩素酸塩、ヘキサフルオロアンチモネート、ヘキサ
フルオロアルセネートまたはヘキサクロロアンチモネートのアニオンである。
【００４７】
　ｐ－トルエンスルホン酸、メタンスルホン酸またはカンファースルホン酸のアニオンが
モノマーアニオンとして好ましい。
【００４８】
　異質ドープされた導電性ポリマーと対イオン、好ましくはポリアニオンのイオン錯体、
特にＰＥＤＯＴ／ＰＳＳイオン錯体は、好ましくは粒子の形態で分散液に存在する。分散
液中のこれらの粒子は、好ましくは５０Ｓ／ｃｍ超の比電気伝導率を有する。これに関し
て、粒子の比電気伝導率は、分散液の乾燥によって粒子から生成する、乾燥状態にある膜
の比電気伝導率である。好ましくは、粒子が１００Ｓ／ｃｍ超、特に好ましくは３００Ｓ
／ｃｍ超、ある場合には、さらに５００Ｓ／ｍ超の比電気伝導率を有する分散液が用いら
れる。ある場合には、最大５，０００Ｓ／ｃｍの比電気伝導率を有する粒子も用いられる
。
【００４９】
　本発明によれば、プロセスの工程ｂ）に利用される分散液中の粒子は、好ましくは１～
１００ｎｍの範囲、好ましくは１～６０ｎｍの範囲、特に好ましくは５～４０ｎｍの範囲
の直径ｄ５０を有する。これに関して、直径分布のｄ５０値は、分散液中の全ての粒子の
総重量の５０％が、ｄ５０値以下の直径を有するこれらの粒子に割り当てられ得ることを
指す。粒子の直径は超遠心測定により決定される。一般的な手段は、Ｃｏｌｌｏｉｄ　Ｐ
ｏｌｙｍ．Ｓｃｉ．２６７、１１１３－１１１６（１９８９）に記載されている。
【００５０】
　プロセスの工程ｂ）に利用される分散液は好ましくは国際公開第２０１０／００３８７
４（Ａ２）号の第６頁１０～２９行に記載されているような、金属および遷移金属に関し
てある純度を有する。分散液の中で金属の濃度が低いことは、固体電解質の形成の際にお
よびコンデンサの、後の動作において誘電体が損傷を受けないという大きな利点を有する
。
【００５１】
　プロセスの工程ｂ）に利用される分散液は、異質ドープされた導電性ポリマーおよび対
イオンに加えて１種以上の分散剤を含み、好ましい分散剤は、水、有機溶媒または有機溶
媒および水の混合物である。言及されてもよい分散剤は、例えば、以下の溶媒である：メ
タノール、エタノール、ｉ－プロパノールおよびブタノールなどの脂肪族アルコール；ア
セトンおよびメチルエチルケトンなどの脂肪族ケトン；酢酸エチルおよび酢酸ブチルなど
の脂肪族カルボン酸エステル；トルエンおよびキシレンなどの芳香族炭化水素；ヘキサン
、ヘプタンおよびシクロヘキサンなどの脂肪族炭化水素；塩化メチレンおよびジクロロエ
タンなどの塩素化炭化水素；アセトニトリルなどの脂肪族ニトリル；ジメチルスルホキシ
ドおよびスルホランなどの脂肪族スルホキシドおよびスルホン；メチルアセトアミド、ジ
メチルアセトアミドおよびジメチルホルムアミドなどの脂肪族カルボン酸アミド；ジエチ
ルエーテルおよびアニソールなどの脂肪族エーテルおよび芳香族脂肪族エーテル。さらに
、水また水と上述の有機溶媒との混合物も分散剤として用いてもよい。
【００５２】
　好ましい分散剤は、水、またはアルコール（例えばメタノール、エタノール、ｉ－プロ
パノールおよびブタノール）などの他のプロトン性溶媒、ならびに水とこれらのアルコー
ルとの混合物であり、水は特に好ましい溶媒である。
【００５３】
　プロセスの工程ｂ）に利用される分散液は、異質ドープされた導電性ポリマー、対イオ
ンおよび分散剤の他に、界面活性物質、例えばアニオン性界面活性剤、例えばアルキルベ
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ンゼンスルホン酸および塩、パラフィンスルホネート、アルコールスルホネート、エーテ
ルスルホネート、スルホスクシネート、リン酸エステル、アルキルエーテルカルボン酸ま
たはカルボキシレート、カチオン性界面活性剤、例えば第四級アルキルアンモニウム塩、
非イオン性界面活性剤、例えば直鎖アルコールエトキシレート、オキソアルコールエトキ
シレート、アルキルフェノールエトキシレートまたはアルキルポリグルコシド、あるいは
接着促進剤、例えば有機官能性シランまたはその加水分解生成物、例えば３－グリシドオ
キシプロピルトリアルコキシシラン、３－アミノプロピルトリエトキシシラン、３－メル
カプトプロピルトリメトキシシラン、３－メタクリルオキシプロピルトリメトキシシラン
、ビニルトリメトキシシランまたはオクチルトリエトキシシラン、架橋剤、例えばメラミ
ン化合物、ブロック化イソシアネート、官能性シラン、例えばテトラエトキシシラン、（
例えばテトラエトキシシランに基づく）アルコキシシラン加水分解生成物、エポキシシラ
ン（３－グリシドオキシプロピルトリアルコキシシラン）－、ポリウレタン、ポリアクリ
レートもしくはポリオレフィン分散液などの、さらなる添加物をさらに含有することがで
きる。
【００５４】
　好ましくは、プロセスの工程ｂ）に利用される分散液は、例えば電気伝導率を増大させ
るさらなる添加剤、例えばエーテル基を含有する化合物、例えばテトラヒドロフラン、ラ
クトン基を含有する化合物、例えばγ－ブチロラクトン、γ－バレロラクトン、アミドま
たはラクタム基を含有する化合物、例えばカプロラクタム、Ｎ－メチルカプロラクタム、
Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミ
ド（ＤＭＦ）、Ｎ－メチルホルムアミド、Ｎ－メチルホルムアニリド、Ｎ－メチルピロリ
ドン（ＮＭＰ）、Ｎ－オクチルピロリドン、ピロリドン、スルホンおよびスルホキシド、
例えばスルホラン（テトラメチレンスルホン）、ジメチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）、糖
類または糖誘導体、例えばスクロース、グルコース、フルクトース、ラクトース、糖アル
コール、例えばソルビトール、マンニトール、フラン誘導体、例えば２－フランカルボン
酸、３－フランカルボン酸、グリセロール、ジグリセロール、トリグリセロールまたはテ
トラグリセロールを含む。
【００５５】
　分散液はまた、添加物質として、３つより多いアルキレン単位由来のアルキレングリコ
ール、ジアルキレングリコール、トリアルキレングリコール、ポリアルキレングリコール
、ポリグリセロールまたはこれらの化合物の少なくとも２つの混合物を含んでもよい。こ
れに関して、分散液が、少なくとも１つのアルキレングリコール、ポリアルキレングリコ
ール、ポリグリセロールまたはこれらの添加物質の少なくとも２つの混合物を含むことが
特に好ましい。
【００５６】
　エチレングリコールおよびプロピレングリコールがアルキレングリコールとして特に好
ましい。好ましいジアルキレングリコール、トリアルキレングリコールまたはポリアルキ
レングリコールは特に、エチレングリコールおよびプロピレングリコールまたはその２つ
のランダムコポリマーに基づいたものである。ジエチレングリコール、ジプロピレングリ
コール、トリエチレングリコール、トリプロピレングリコール、ポリエチレングリコール
またはポリプロピレングリコールが特に好ましい。ポリアルキレングリコールはまた、分
枝であってもよい。ポリアルキレングリコールはさらに、末端基上で非置換であってもよ
く、すなわち２つの遊離ヒドロキシル基を有するか、または末端基上で１回もしくは２回
官能化されてもよい。ポリアルキレングリコールまたはポリアルキレングリコール誘導体
は、好ましくは、ゲル浸透クロマトグラフィーによって決定して、１００～１００，００
０ｇ／ｍｏｌの範囲、特に好ましくは２００～５０，０００ｇ／ｍｏｌの範囲、最も好ま
しくは２００～５，０００の範囲の分子量を有する。ポリエチレングリコールはポリアル
キレングリコールとして特に好ましい。可能な化合物は特に、「ＰＥＧ３００」、「ＰＥ
Ｇ４００」、「ＰＥＧ６００」、「ＰＥＧ１０００」、「ＰＥＧ２０００」または「ＰＥ
Ｇ４０００」という名称で知られているポリエチレングリコールである。「ＰＥＧ４００
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」および「ＰＥＧ６００」が特に好ましい。
【００５７】
　添加物質として利用され得る好ましいポリグリセロールは、独国特許出願公開第１０　
２０１１　０１３０６８号に記載されているこれらのポリグリセロールである。ジグリセ
ロール、トリグリセロール、テトラグリセロール、ペンタグリセロール、ヘキサグリセロ
ールおよび任意に６個より多いグリセロール単位のオリゴマーを含むポリグリセロールが
特に好ましい。このようなポリグリセロールは、例えば、「ポリグリセロール－３」（約
２９ｗｔ％のジグリセロール、約４２ｗｔ％のトリグリセロール、約１９ｗｔ％のテトラ
グリセロール、約６ｗｔ％のペンタグリセロールおよび約４ｗｔ％の６個以上のグリセロ
ール単位のポリグリセロールを含有する）または「ポリグリセロール－４」（約２ｗｔ％
のジグリセロール、約４０ｗｔ％のトリグリセロール、約３５ｗｔ％のテトラグリセロー
ル、約２０ｗｔ％のペンタグリセロールおよび約８ｗｔ％の６個以上のグリセロール単位
のポリグリセロールを含有する）という名称でＳＯＬＶＡＹ　ＣＨＥＭＩＣＡＬＳ　Ｇｍ
ｂＨ、Ｒｈｅｉｎｂｅｒｇ、Ｇｅｒｍａｎｙから得られる。
【００５８】
　アルキレングリコール、ポリアルキレングリコールおよび／またはポリグリセロールが
特に添加物質として使用される場合、これらの物質はまた、プロセスの工程ｂ）における
アノード体の少なくとも一部への分散液の導入および分散剤の少なくとも部分的な除去の
後のみに、アノード体の少なくとも一部に導入されてもよい。これは、例えば、アノード
体を、アルキレングリコール、ポリアルキレングリコールおよび／またはポリグリセロー
ルを含む溶液または分散液に含浸することによって実現され得る。
【００５９】
　これに関して、プロセスの工程ｂ）に利用される分散液は、各場合、プロセスの工程ｂ
）に利用される分散液の総重量に基づいて、０．１～４０ｗｔ％の範囲、特に好ましくは
１～３０ｗｔ％の範囲、最も好ましくは２～２０ｗｔ％の範囲の量で、アルキレングリコ
ール、ポリアルキレングリコール、ポリグリセロールまたはこれらの少なくとも２つの混
合物を含むことが更に好ましい。
【００６０】
　プロセスの工程ｂ）に利用される分散液は、添加物質として、国際公開第２００９／１
４１２０９（Ａ１）号の第１２頁１６～３４行に記載されているように、有機溶媒に可溶
である１種以上の有機結合剤をさらに含んでもよい。分散液は、１～１４のｐＨを有する
ことができ、１～８のｐＨが好ましい。腐食に敏感な誘電体、例えば、酸化アルミニウム
または酸化ニオブなどについては、誘電体が損傷を受けないように、２．５～８のｐＨを
有する分散液が好ましい。
【００６１】
　ｐＨを調整するために、国際公開第２０１０／００３８７４（Ａ２）号の第４頁１３～
３２行に記載されているように、例えば、塩基または酸を、添加物質として、プロセスお
工程ｂ）に利用される分散液に加えることができる。分散液の膜形成を損なわず、かつよ
り高い温度、例えばはんだ付け温度であるが、揮発性ではなく、これらの条件下で固体電
解質の中に留まるこれらの添加物質、例えば２－ジメチルアミノエタノール、２，２’－
イミノジエタノールまたは２，２’，２’’－ニトリロトリエタノールなどの塩基および
ポリスチレンスルホン酸などの酸が好ましい。
【００６２】
　プロセスの工程ｂ）に利用される分散液の粘度は、付与の方法に応じて、０．１～１，
０００ｍＰａｓ（２０℃および１００ｓ－１のせん断速度で、レオメータを用いて測定さ
れる）であることができる。好ましくは、粘度は、１～５００ｍＰａｓ、特に好ましくは
５～２５０ｍＰａｓである。アルミニウム巻回型コンデンサを製造する場合、粘度は、非
常に特に好ましくは４０～２００ｍＰａ・ｓの範囲であり、一方、タンタル電解コンデン
サまたはアルミニウム積層コンデンサを製造する場合、粘度は、非常に特に好ましくは５
～５０ｍＰａ・ｓの範囲である。
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【００６３】
　プロセスの工程ｂ）に利用される分散液の固体含有量は、各場合、分散液の総重量に基
づいて、好ましくは０．０１～２０ｗｔ％の範囲、特に好ましくは０．１～１０ｗｔ％の
範囲、最も好ましくは０．２５～５ｗｔ％の範囲である。ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ（添加物質
を有さない）の固体含有量は、分散剤を除去するのに十分に高い温度（しかし、それによ
り固体を分解しない）にて分散液の乾燥により決定される。
【００６４】
　アノード体を上記の分散液に含浸した後、プロセスの工程ｃ）において、分散液に含ま
れる分散剤は、少なくとも部分的に除去または硬化されるので、誘電体、したがってコン
デンサ本体を完全または部分的に覆う固体電解質が形成される。これに関して、固体電解
質によって誘電体を、好ましくは少なくとも５０％、特に好ましくは少なくとも７０％、
最も好ましくは少なくとも８０％覆うことが好ましく、この被覆は、独国特許出願公開第
１０　２００５　０４３８２８号に記載されているように、１２０Ｈｚにて乾燥および湿
潤状態においてコンデンサのキャパシタンスの測定によって決定され得る。
【００６５】
　除去または硬化は、好ましくは分散液から電極体を除去し、それを乾燥することによっ
て実施され、乾燥は、好ましくは２０℃～２６０℃の範囲、特に好ましくは５０℃～２２
０℃の範囲、最も好ましくは８０℃～２００℃の範囲で実施される。プロセスの工程ｂ）
およびｃ）はまた、この形式で、誘電体に堆積される固体電解質の層の厚さまたは特定の
要件に対する電極体における電解質の充填の程度に適合するように１回または数回反復さ
れてもよい。
【００６６】
　本発明に係るプロセスは、ここで、異質ドープされた導電性ポリマーに加えて、自己ド
ープされた導電性ポリマーもまた、アノード体の少なくとも一部の中にさらに導入され、
異質ドープされた導電性ポリマー（プロセスの工程ｂにおいて導入された分散液に含まれ
る）および自己ドープされた導電性ポリマーが、原則として各々また、アノード体の少な
くとも一部の中に複数回導入されることができ、ここで特にこれらのポリマーが導入され
る順序が要求され得ることにより特徴付けられる。したがって、特に、自己ドープされた
導電性ポリマーは、
　Ｉ）プロセスの工程ｂ）における分散液の導入前に部分的または同様に完全に、
　ＩＩ）プロセスの工程ｂ）における分散液の導入後でプロセスの工程ｃ）の前に部分的
または同様に完全に、
　ＩＩＩ）プロセスの工程ｂ）における分散液の導入後でプロセスの工程ｃ）の後に部分
的または同様に完全に、
　ＩＶ）分散液に含まれるさらなる成分としてプロセスの工程ｂ）における分散液と一緒
に部分的または同様に完全に、
アノード体の少なくとも一部の中に導入されることができる。
【００６７】
　これに関して、上記のプロセスの変形例Ｉ）～ＩＶ）、特に、異質ドープされた導電性
ポリマーおよび／または自己ドープされた導電性ポリマーは、アノード体の少なくとも一
部の中に導入され、所望のように互いに混合され得る。
【００６８】
　本発明に係るプロセスの第１の特定の実施形態によれば、自己ドープされた導電性ポリ
マーは、分散液がプロセスの工程ｂ）に係るアノード体の少なくとも一部の中に導入され
る前に、溶液または分散液（自己ドープされた導電性ポリマーおよび溶媒または分散液を
含む）の形態、好ましくは溶液の形態でアノード体の少なくとも一部の中に導入される。
これに関して、自己ドープされた導電性ポリマーを含む溶液または分散液の導入および異
質ドープされた導電性ポリマーを含む分散液の導入の両方は、各場合、その後にプロセス
の工程ｃ）に係る乾燥させる工程（溶媒または分散剤を除去するため）が、１回または複
数回、例えば１～４０回または１～２０回、実施され得る。
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【００６９】
　本発明に係るプロセスの第２の特定の実施形態によれば、自己ドープされた導電性ポリ
マーは、分散液がプロセスの工程ｂ）に係るアノード体の少なくとも一部の中に導入され
た後、溶液または分散液（自己ドープされた導電性ポリマーおよび溶媒または分散剤を含
む）の形態、好ましくは溶液の形態でアノード体の少なくとも一部の中に導入され、ここ
で、自己ドープされた導電性ポリマーを含む溶液または分散液が、プロセスの工程ｃ）の
前または後に導入され得るが、好ましくはプロセスの工程ｃ）の後に導入される。また、
本発明に係るプロセスのこの実施形態において、自己ドープされた導電性ポリマーを含む
溶液または分散液の導入および異質ドープされた導電性ポリマーを含む分散液の導入の両
方は、各場合、その後にプロセスの工程ｃ）に係る乾燥させる工程（例えば、溶媒または
分散剤の除去）が、１回または複数回、例えば１～４０回または１～２０回、実施され得
る。
【００７０】
　自己ドープされた導電性ポリマーおよび異質ドープされた導電性ポリマーの両方が、溶
液または分散液の形態で、例えば含浸によって複数回、アノード体の少なくとも一部の中
に導入される場合、これらのポリマーはまた、交互に導入されてもよく（すなわち、例え
ば第１回の含浸：自己ドープされた導電性ポリマーを含む溶液または分散液の導入、およ
び任意に溶媒または分散剤を除去するためのプロセスの工程ｃ）に係る乾燥させる工程；
第２回の含浸：異質ドープされた導電性ポリマーを含む分散液の導入および任意に分散剤
を除去するためのプロセスの工程ｃ）に係る乾燥させる工程；第３回の含浸：自己ドープ
された導電性ポリマーを含む溶液または分散液の導入および任意に溶媒または分散剤を除
去するためのプロセスの工程ｃ）に係る乾燥させる工程；第４回の含浸：異質ドープされ
た導電性ポリマーを含む分散液の導入および任意に分散剤を除去するためのプロセスの工
程ｃ）に係る乾燥させる工程）、また、上述の順序以外の順序が選択されてもよい。自己
ドープされた導電性ポリマーを含む溶液または分散液でのｘ回の含浸（ここでｘ＝１～４
０、好ましくは１～２０）は、各場合、その後のプロセスの工程ｃ）に係る乾燥させる工
程、続いて例えば、異質ドープされた導電性ポリマーを含む分散液でのｙ回の含浸（ここ
でｙ＝１～４０、好ましくは１～２０）、各場合、その後のプロセスの工程ｃ）に係る乾
燥させる工程もまた、想定される。
【００７１】
　本発明に係るプロセスの第１および第２の特定の実施形態の両方において、自己ドープ
されたポリマーおよび異質ドープされたポリマーは、プロセス条件に応じて互いとは別に
導入され、適切な場合、自己ドープされた導電性ポリマーを含む層Ａおよび異質ドープさ
れた導電性ポリマーを含む層Ｂおよび対イオンを含む固体電解質層、特にＰＥＤＯＴ／Ｐ
ＳＳを含む層が並んで存在して得られる。全ての層の順序がここで可能であり、例えば、
－　ＡＢＢＢＢＢ．．．
－　ＢＡＡＡＡＡ．．．
－　ＡＢＡＢＡＢ．．．
－　ＢＡＢＡＢＡ．．．
－　ＡＢＢ．．．ＢＢＡ
－　ＢＡＡ．．．ＡＡＢ
－　ＡＡＡ．．．ＢＢＢ
－　ＢＢＢ．．．ＡＡＡ
などである
【００７２】
　自己ドープされた導電性ポリマーを含む溶液または分散液が、異質ドープされた導電性
ポリマーを含む分散液とは別にアノード体の少なくとも一部の中に少なくとも１回、導入
される、本発明に係るプロセスの第１および第２の特定の実施形態は、特に、コンデンサ
がタンタル電解コンデンサまたはアルミニウム積層コンデンサである場合、有益であるこ
とが証明されている。
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【００７３】
　本発明に係るプロセスの第３の特定の実施形態によれば、自己ドープされた導電性ポリ
マーは、異質ドープされた導電性ポリマーと一緒にアノード体の少なくとも一部の中に導
入され、自己ドープされた導電性ポリマーは、異質ドープされた導電性ポリマーおよび対
イオンを含む分散液に含まれ（その結果、以下にさらに記載される本発明に係る分散液の
形態で利用される）、または自己ドープされた導電性ポリマーは、異質ドープされた導電
性ポリマーおよび対イオンを含む分散液と一緒に独立した溶液または分散液の形態でアノ
ード体の少なくとも一部の中に導入され、溶媒または分散剤は次いでプロセスの工程ｃ）
によって除去される。また、自己ドープされた導電性ポリマーが異質ドープされた導電性
ポリマーと一緒にアノード体の少なくとも一部の中に導入される場合、これらの２つの成
分、特に、以下にさらに記載される本発明に係る分散液は、１回または複数回、例えば１
～４０回または１～２０回、導入され得、各々の導入は、好ましくは、各場合、その後に
溶媒または分散剤を除去するためのプロセスの工程ｃ）が実施される。
【００７４】
　本発明に係るプロセスの第１および第２の特定の実施形態と対照的に、本発明に係るプ
ロセスの第３の特定の実施形態において、自己ドープされたポリマーおよび異質ドープさ
れたポリマーが、一緒に、好ましくは、以下にさらに記載される本発明に係る分散液の形
態で導入され、自己ドープされた導電性ポリマー、異質ドープされた導電性ポリマーおよ
び対イオン、特に自己ドープされた導電性ポリマーおよびＰＥＤＯＴ／ＰＳＳが、１つ以
上の層で一緒に存在し、固体電解質層内で均一に分散している、固体電解質層が得られる
。
【００７５】
　上記の本発明に係るプロセスの特定の実施形態は互いに組み合わされてもよい。
【００７６】
　したがって、特に、タンタル電解コンデンサに関して、以下の場合、特に有益であるこ
とが証明されている。
－　自己導電性ポリマーが、（例えば、１～１０回の含浸、特に好ましくは１～５回の含
浸、最も好ましくは１回の含浸によって）溶液または分散液（自己ドープされた導電性ポ
リマーおよび溶媒または分散剤を含む）中で、それ自体で、または例えば、一緒の溶液ま
たは分散液（自己ドープされた導電性ポリマー、異質ドープされた導電性ポリマー、対イ
オンおよび溶媒または分散剤を含む）の形態で異質ドープされた導電性ポリマーと一緒に
アノード体の少なくとも一部の中に最初に導入される場合、ならびに
－　異質ドープされた導電性ポリマーが、（例えば１～２０回の含浸、特に好ましくは１
～１０回の含浸によって）溶液または分散液（異質ドープされた導電性ポリマー、対イオ
ンおよび溶媒または分散剤を含む）中でアノード体の少なくとも一部の中に導入される場
合。
【００７７】
　アルミニウム巻回型コンデンサに関して、以下の場合、特に有益であることが証明され
ている。
－　自己ドープされた導電性ポリマーが、（例えば１～２０回の含浸、特に好ましくは１
～１０回の含浸、最も好ましくは１回の含浸によって）例えば一緒の溶液または分散液（
自己ドープされた導電性ポリマー、異質ドープされた導電性ポリマー、対イオンおよび溶
媒または分散剤を含む）の形態で異質ドープされた導電性ポリマーと一緒にアノード体の
少なくとも一部の中に導入される場合、あるいは
－　自己ドープされた導電性ポリマーが、（例えば１～２０回の含浸、特に好ましくは１
～１０回の含浸、最も好ましくは１回の含浸によって）例えば一緒の溶液または分散液（
自己ドープされた導電性ポリマー、異質ドープされた導電性ポリマー、対イオンおよび溶
媒または分散剤を含む）の形態で異質ドープされた導電性ポリマーと一緒にアノード体の
少なくとも一部の中に最初に導入され、次いで異質ドープされた導電性ポリマーが、（例
えば１～２０回の含浸、特に好ましくは１～１０回の含浸によって）溶液または分散液（
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異質ドープされた導電性ポリマー、対イオンおよび溶媒または分散剤を含む）中でアノー
ド体の少なくとも一部の中に導入される場合。
【００７８】
　欧州特許第１１２２２７４Ａ１号に記載されているこれらの導電性ポリマーが、特に自
己ドープされた導電性ポリマーとして好ましい。好ましくは、これらの自己ドープされた
導電性ポリマーは、少なくとも５０％の程度、さらにより好ましくは少なくとも７５％の
程度、さらにより好ましくは少なくとも９５％の程度、最も好ましくは１００％の程度、
式（Ｉ）の繰り返し単位
【化２】

（式中、
　Ｘ、Ｙは同一または異なり、Ｏ、Ｓ、Ｎ－Ｒ１を示し、
　Ｚは、－（ＣＨ２）ｍ－ＣＲ２Ｒ３－（ＣＨ２）ｎ－を示し、
　Ｒ１は、アリール、Ｃ１－Ｃ１８－アルキルまたは水素を示し、
　Ｒ２は、水素または－（ＣＨ２）Ｓ－Ｏ－（ＣＨ２）ｐ－ＳＯ３

－Ｍ＋を示し、
　Ｒ３は、－（ＣＨ２）ｓ－Ｏ－（ＣＨ２）ｐ－ＳＯ３

－Ｍ＋を示し、
　Ｍ＋は、カチオンを示し、
　ｍ、ｎは、同一または異なり、０～３の整数を示し、
　ｓは、０～１０の整数を示し、
　ｐは、１～１８の整数を示す）
を含む。
【００７９】
　上記の百分率の数字はこれに関して、自己ドープされた導電性ポリマーにおけるモノマ
ー単位の総数における構造式（Ｉ）の単位の数値的含有量を表すことを意図する。
【００８０】
　適切なカチオンＭ＋は、例えばＨ＋、Ｌｉ＋、Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｒｂ＋、Ｃｓ＋およびＮ
Ｈ４

＋である。特に適切なカチオンはＮａ＋およびＫ＋である。
【００８１】
　構造式（Ｉ）の特に好ましいモノマーは、
　Ｘ、ＹがＯを示し、
　Ｚが、－（ＣＨ２）ｍ－ＣＲ２Ｒ３－（ＣＨ２）ｎ－を示し、
　Ｒ２が、水素または－（ＣＨ２）Ｓ－Ｏ－（ＣＨ２）ｐ－ＳＯ３

－Ｍ＋を示し、
　Ｒ３が、－（ＣＨ２）Ｓ－Ｏ－（ＣＨ２）ｐ－ＳＯ３

－Ｍ＋を示し、
　Ｍ＋が、カチオンを示し、
　ｍ、ｎが、同じであってもよいし異なっていてもよく、０～３の整数を示し、
　ｓが、０～１０の整数を示し、
　ｐが、１～１８の整数を示す、
モノマーである。
【００８２】
　構造式（Ｉ）の非常に特に好ましいモノマーは、
　Ｘ、ＹがＯを示し、
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　Ｚが、－（ＣＨ２）－ＣＲ２Ｒ３－（ＣＨ２）ｎ－を示し、
　Ｒ２が、水素を示し、
　Ｒ３が、－（ＣＨ２）Ｓ－Ｏ－（ＣＨ２）ｐ－ＳＯ３

－Ｍ＋を示し、
　Ｍ＋が、Ｎａ＋またはＫ＋を示し、
　ｎが、０または１を示し、
　ｓが、０または１を示し、
　ｐが、３、４または５を示す、
モノマーである。
【００８３】
　モノマー化合物は公知である。それらの調製は、Ｃｈｅｖｒｏｔら、Ｊ．Ｅｌｅｃｔｒ
ｏａｎａｌ．Ｃｈｅｍ．１９９８、４４３、２１７－２２６、Ｌｅｃｌｅｒｃら、Ａｄｖ
．Ｍａｔｅｒ．１９９７、９、１０８７－１０９４およびＲｅｙｎｏｌｄｓら、Ｐｏｌｙ
ｍｅｒ　Ｐｒｅｐｒｉｎｔｓ　１９９７、３８（２）、３２０に記載されている。酸化重
合によって自己ドープされた導電性ポリマーの調製は、例えば、欧州特許第１１２２２７
４Ａ１号に記載されている水中の適切な酸化剤を用いて実施され得る。
【００８４】
　非常に特に好ましい自己ドープされた導電性ポリマーの実在の例としては、ポリ（４－
（２，３－ジヒドロチエノ－［３，４－ｂ］［１，４］ジオキシン－２－イルメトキシ）
－１－ブタン－スルホン酸）およびポリ（４－（２，３－ジヒドロチエノ－［３，４－ｂ
］［１，４］ジオキシン－２－イルメトキシ）－１－プロパンスルホン酸）が挙げられる
。
【００８５】
　自己ドープされた導電性ポリマーが、本発明に係るプロセスにおいて本発明に係る分散
液の形態で異質ドープされた導電性ポリマーと一緒に利用されない場合、アノード体の少
なくとも一部の中への自己ドープされた導電性ポリマーの導入は、好ましくは、アノード
体の中への、自己ドープされた導電性ポリマーの溶液または分散液、好ましくは溶液の導
入によって実施される。これに関して、適切な溶媒および分散液は、水、脂肪族、アルコ
ール、例えばメタノール、エタノール、イソプロパノール、ブタノール、ジアセトンアル
コール、エチレングリコールまたはグリセロール、脂肪族ケトン、例えばアセトンおよび
メチルエチルケトン、脂肪族ニトリル、例えばアセトニトリルである。本発明によれば、
これに関して、自己ドープされた導電性ポリマーが水溶液の形態で利用されることが特に
好ましい。
【００８６】
　溶液または分散液、特にまたは本発明に係る分散液中の自己ドープされた導電性ポリマ
ーの濃度は、各場合、溶液または分散液の総重量に基づいて、好ましくは０．１～３０ｗ
ｔ％の範囲、さらにより好ましくは０．２～２０ｗｔ％の範囲、最も好ましくは０．５～
１０ｗｔ％の範囲である。
【００８７】
　本発明に係るプロセスに関して、自己ドープされた導電性ポリマーが、固体電解質にお
ける自己ドープされた導電性ポリマー対異質ドープされた導電性ポリマーの重量比が、１
００：１～１：１００の範囲、特に好ましくは５０：１～１：５０の範囲、さらにより好
ましくは１０：１～１：１０の範囲（この範囲は特にタンタル電解コンデンサに有益であ
ることが証明されている）、最も好ましくは１０：１～１：２の範囲であるような量でア
ノード体の少なくとも一部の中に導入されることがさらに好ましい。この重量比は、製造
後、特に、自己ドープされた導電性ポリマーおよび／または異質ドープされた導電性ポリ
マーを含む溶液または分散液での最後の含浸後に固体電解質に存在する重量比を意味する
。
【００８８】
　コンデンサ本体がこのように製造された後、それらは当業者に公知の方法および様式に
よってさらに改変されてもよい。タンタル電解コンデンサの場合、コンデンサ本体は、例
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えば、独国特許出願公開第１０　２００４　０２２６７４号または独国特許出願公開第１
０　２００９　００７５９４号に記載されているようにポリマー外層ならびに／あるいは
独国特許出願公開第１０　２００５　０４３８２８号から公知のグラファイト層および銀
層で覆われてもよく、一方、アルミニウム巻回型コンデンサの場合、米国特許第７，４９
７，８７９号（Ｂ２）の教示に従って、コンデンサ本体は、密閉検査ガラスを備え、圧着
によって機械的にきつく閉じられるアルミニウムビーカー内に導入される。コンデンサは
次いで、公知のように時間が経過することによる誘電体の不具合がなくなり得る。
【００８９】
　上述の目的を達成することに対する寄与はまた、本発明に係るプロセスによって得るこ
とができる、好ましくは得られたコンデンサによってなされる。好ましくは、このコンデ
ンサは、タンタル電解コンデンサまたはアルミニウムコンデンサ、例えばアルミニウム積
層コンデンサまたはアルミニウム巻回型コンデンサである。
【００９０】
　上述の目的を達成することに対する寄与はまた、電極材料の電極体を含むコンデンサに
よってなされ、誘電体はこの電極材料の表面を少なくとも部分的に覆い、アノード体を形
成し、アノード体は、異質ドープされた導電性ポリマー、異質ドープされた導電性ポリマ
ーに共有結合しない対イオンおよび自己ドープされた導電性ポリマーを含む固体電解質で
少なくとも部分的にコーティングされる。
【００９１】
　このようなコンデンサは、例えば、上記の本発明に係るプロセスによって得ることがで
きる。これに関して、好ましい自己ドープされた導電性ポリマー、異質ドープされた導電
性ポリマーおよび異質ドープされた導電性ポリマーに共有結合しない対イオンは、好まし
い自己ドープされた導電性ポリマー、異質ドープされた導電性ポリマーおよび異質ドープ
された導電性ポリマーに共有結合しない対イオンとして本発明に係るプロセスに関して既
に上述されているこれらのポリマーまたは対イオンである。
【００９２】
　本発明に係るコンデンサの好ましい実施形態によれば、固体電解質における自己ドープ
された導電性ポリマー対異質ドープされた導電性ポリマーの重量比は、１００：１～１：
１００の範囲、特に好ましくは５０：１～１：５０の範囲、さらにより好ましくは１０：
１～１：１０の範囲（この範囲は、特にタンタル電解コンデンサについて有益であること
が証明されている）、最も好ましくは１０：１～１：２の範囲である。
【００９３】
　上述の目的を達成することに対するさらなる寄与はまた、本発明に係るプロセスによっ
て得ることができるコンデンサまたは本発明に係るコンデンサを含む電子回路によっても
なされる。これに関して、例えば、コンピューター（デスクトップ、ラップトップ、サー
バー）の中に、コンピューター周辺機器（例えばＰＣカード）の中に、携帯用電子装置、
例えば携帯電話、デジタルカメラまたは娯楽用電子システムの中に、娯楽用電子機器用シ
ステムの中に、例えばＣＤ／ＤＶＤプレーヤおよびコンピューターゲーム用コンソールの
中に、ナビゲーションシステムの中に、電気通信設備の中に、家電製品の中に、医療技術
、例えば除細動器用の医療技術の中に、見出されるものなどの電子回路が言及されるべき
である。本発明によれば、自動車用のハイブリッド推進手段または電気推進手段における
電子回路の中の電子回路が特に利用され得る。この用途では、コンデンサは、特に中間コ
ンデンサ（ＤＣリンクコンデンサ）としての役割を果たすことができる。
【００９４】
　上述の目的を達成することに対する寄与はまた、電子回路における、例えば、自動車用
のハイブリッド推進手段または電気推進手段における電子回路における中間コンデンサと
しての、本発明に係るコンデンサまたは本発明に係るプロセスによって得ることができる
コンデンサの使用によってもなされる。
【００９５】
　上述の目的を達成することに対する寄与はまた、自己ドープされた導電性ポリマー、異
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質ドープされた導電性ポリマーおよび異質ドープされた導電性ポリマーに共有結合しない
対イオンを含む分散液によって達成される。これに関して、好ましい自己ドープされた導
電性ポリマー、異質ドープされた導電性ポリマーおよび異質ドープされた導電性ポリマー
に共有結合しない対イオンは、同様に、好ましい自己ドープされた導電性ポリマー、異質
ドープされた導電性ポリマーおよび異質ドープされた導電性ポリマーに共有結合しない対
イオンとして本発明に係るプロセスに関して既に上述されているこれらのポリマーまたは
対イオンである。
【００９６】
　本発明に係る分散液の好ましい実施形態によれば、これは、
（α１）０．１～３０ｗｔ％、特に好ましくは０．２～２０ｗｔ％、最も好ましくは０．
５～１０ｗｔ％の自己ドープされた導電性ポリマー、特にＰＥＤＯＴ－Ｓ（４－（２，３
－ジヒドロチエノ－［３，４－ｂ］［１，４］ジオキシン－２－イルメトキシ）－１－ブ
タンスルホン酸のポリマー）；
（α２）０．０１～１５ｗｔ％、特に好ましくは０．５～１０ｗｔ％、最も好ましくは０
．１～５ｗｔ％の異質ドープされた導電性ポリマー、特にＰＥＤＯＴ；
（α３）０．０１～６０ｗｔ％、特に好ましくは０．０５～４０ｗｔ％、最も好ましくは
０．１～２０ｗｔ％の対イオン（異質ドープされた導電性ポリマーに共有結合しない）、
特にＰＳＳ；
（α４）０．５～６０ｗｔ％、特に好ましくは１～４０ｗｔ％、最も好ましくは５～２０
ｗｔ％の少なくとも１種の添加物質（成分（α１）～（α３）および（α５）と異なる）
、非常に特に好ましくはアルキレングリコール；ならびに
（α５）成分（α１）～（α５）が１００ｗｔ％の合計となる量で、分散剤、好ましくは
水
を含む（ｗｔ％データは各場合、分散液の総重量に関連する）。
【００９７】
　本発明はここで、非限定的な図および実施例を用いて、より詳細に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００９８】
【図１】本発明に係るプロセスによって得ることができるコンデンサの部分の断面図であ
る。これは、通常、アルミニウムなどの多孔質電極材料２から構成される電極体１を有す
る。電極材料２の表面４において、誘電体３が薄層として形成され、アノード体５が多孔
質のままであり、電極材料２の電極体１を含み、誘電体３が形成される。誘電体３の後、
任意にさらなる層の後に、固体電解質６の層（例えば、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ粒子および自
己ドープされた導電性ポリマーを含む）があり、コンデンサ本体７は電極材料２の電極体
１を含み、誘電体３および固体電解質６が形成される。
【発明を実施するための形態】
【００９９】
　測定方法
　等価直列抵抗
　等価直列抵抗（ｍΩ単位）は、ＬＣＲメーター（Ａｇｉｌｅｎｔ　４２８４Ａ）を用い
て、２０℃で、１００ｋＨｚで測定した。
【０１００】
　キャパシタンス
　キャパシタンス（マイクロファラド単位）は、ＬＣＲメーター（Ａｇｉｌｅｎｔ　４２
８４Ａ）を用いて、２０℃で、１２０ｋＨｚで測定した。
【実施例】
【０１０１】
　調製例１（ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ分散液の調製）
　８６８ｇの純水および７０，０００ｇ／ｍｏｌの平均分子量を有する３３０ｇのポリス
チレンスルホン酸水溶液および３．８ｗｔ％の固体含有物を最初に、撹拌器および内部温
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度計を備えた２ｌの三ツ口フラスコ内に導入した。反応温度を２０から２５℃に維持した
。５．１ｇの３，４－エチレンジオキシチオフェンを撹拌しながら加えた。溶液を３０分
間撹拌した。０．０３ｇの硫酸鉄（ＩＩＩ）および９．５ｇの過硫酸ナトリウムを次いで
加え、溶液をさらに２４時間撹拌した。反応が終了した後、無機塩を除去するために、１
００ｍｌの強酸カチオン交換体および２５０ｍｌの弱塩基アニオン交換体を加え、溶液を
さらに２時間撹拌した。イオン交換体を濾過した。ポリ（３，４－エチレンジオキシチオ
フェン）／ポリスチレンスルホネート分散液を、７００バールの圧力下で高圧ホモジナイ
ザーで１０回、均質化した。分散液を続いて２．５％の固体含有物に濃縮し、次いで１，
５００バールの圧力下でさらに５回、さらに均質化した。
【０１０２】
　調製例２（固体含有物およびｐＨの調整）
　調製例１からの分散液を、純水を加えることによって２．２％の濃度に希釈し、次いで
アンモニア水溶液でｐＨ３に調整した。
【０１０３】
　調製例３（ＰＥＤＯＴ－Ｓ溶液の調製）
　ＰＥＤＯＴ－Ｓ溶液を調製するために、４－（２，３－ジヒドロチエノ－［３，４－ｂ
］［１，４］ジオキシン－２－イルメトキシ）－１－ブタンスルホン酸（ＥＤＯＴ－Ｓ）
のナトリウム塩を、Ｃｈｅｖｒｏｔら（Ｊ．Ｅｌｅｃｔｒｏａｎａｌ．Ｃｈｅｍ．１９９
８、４４３、２１７－２２６）に記載されているように調製し、モノマーとして利用した
。
【０１０４】
　０．４９６ｇのＥＤＯＴ－Ｓ（１．５ｍｍｏｌ）をアルゴン下で１８ｍｌの蒸留水に溶
解した。０．９７ｇ（６．０ｍｍｏｌ）のＦｅＣｌ３を次いで一度に加えた。その後、溶
液を室温にて８時間撹拌し、１００℃にて３時間加熱し、冷却し、ワークアップした。ワ
ークアップのために、溶液を蒸留水で約３ｗｔ％に希釈し、９ｇのＬｅｗａｔｉｔ（登録
商標）Ｓ１００および９ｇのＬｅｗａｔｉｔ（登録商標）ＭＰ６２を加え、混合物を室温
にて４時間撹拌した。イオン交換体を濾過した後、２．７１％の固体含有量を有するダー
クブルーのポリマー溶液を得た。
【０１０５】
　調製例４
　調製例２からの９０ｇのＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ分散液を１０ｇのエチレングリコールと共
に撹拌した。
【０１０６】
　実施例１（本発明に係る分散液の調製）
　調製例２からの４５ｇのＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ分散液および調製例３からの４５ｇのＰＥ
ＤＯＴ－Ｓ溶液を１０ｇのエチレングリコールと共に撹拌した。
【０１０７】
　実施例２（本発明に係る分散液の調製）
　調製例２からの８１ｇのＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ分散液および調製例３からの９ｇのＰＥＤ
ＯＴ－Ｓ溶液を、１０ｇのエチレングリコールと共に撹拌した。
【０１０８】
　調製例５（アルミニウム巻回型コンデンサについての電極体の製造）
　１３１ｍｍ×５ｍｍの寸法を有する２１４Ｖにて形成される多孔質のアルミニウム箔（
アノード箔）および１４５ｍｍ×５ｍｍの寸法を有する多孔質のアルミニウム箔（カソー
ド箔）に各々接触ワイヤを提供し、次いで２つのセルロースセパレータ紙と一緒に巻き、
接着テープで固定した。２０個のこれらの酸化電極体を製造した。酸化電極体のセパレー
タ紙を次いで３００℃にてオーブン中で炭化した。
【０１０９】
　比較例１（本発明によらない固体電解質層の製造）
　調製例５からの酸化電極体を、５分間、５０ｍｂａｒの真空下で調製例４からの分散液
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中に含浸した。その後、乾燥を１２０℃にて２０分間、次いで１５０℃にて２０分間実施
した。含浸および乾燥をさらなる時間、実施した。平均電気値を表１に示す。
【０１１０】
　実施例３（本発明に係るアルミニウム巻回型コンデンサの製造）
　調製例５からの酸化電極体を、５分間、５０ｍｂａｒの真空下で実施例１からの分散液
中に含浸した。その後、乾燥を１２０℃にて２０分間、次いで１５０℃にて２０分間実施
した。含浸および乾燥をさらなる時間、実施した。平均電気値を表１に示す。
【０１１１】
　実施例４（本発明に係るアルミニウム巻回型コンデンサの製造）
　調製例５からの酸化電極体を、５分間、５０ｍｂａｒの真空下で実施例２からの分散液
中に含浸した。その後、乾燥を１２０℃にて２０分間、次いで１５０℃にて２０分間実施
した。含浸および乾燥をさらなる時間、実施した。平均電気値を表１に示す。
【０１１２】
【表１】

【０１１３】
　調製例６（ポリマー外層のためのＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ分散液の調製）
　１，７３６ｇの純水および７０，０００ｇ／ｍｏｌの平均分子量を有する６６０ｇの水
性ポリスチレンスルホン酸溶液および３．８ｗｔ％の固体含有量を、撹拌器および温度計
を備える５ｌのガラス反応器の中に最初に導入した。反応温度を２０から２５℃に維持し
た。１０．２ｇの３，４－エチレンジオキシチオフェンを撹拌しながら加えた。溶液を３
０分間撹拌した。次いで０．０６ｇの硫酸鉄（ＩＩＩ）および１９ｇの過硫酸ナトリウム
を加え、溶液をさらに２４時間撹拌した。反応が終了した後、無機塩を除去するために、
２００ｍｌの強酸カチオン交換体および５００ｍｌの弱塩基アニオン交換体を加え、溶液
をさらに２時間撹拌した。イオン交換体を濾過した。得られた分散液は、その後の濃縮に
よって１．５％の固体含有量を達成した。
【０１１４】
　１６０ｇのこの分散液、２８ｇの水、６ｇのスルホ－ポリエステル（Ｅａｓｔｅｋ　１
１００、固体含有量３０％、平均分子量１０，０００～１５，０００、Ｅａｓｔｍａｎ）
、８ｇのジメチルスルホキシド、１ｇの３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン（
Ｓｉｌｑｕｅｓｔ　Ａ－１８７、ＯＳｉ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓ）および０．４ｇの湿
潤剤（Ｄｙｎｏｌ　６０４、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ）を、撹拌器を備えたガラスビー
カー内で１時間激しく混合した。
【０１１５】
　調製例７（架橋剤溶液の調製）
　４．０ｇのｐ－トルエンスルホン酸一水和物、１．７ｇの１，１０－ジアミノデカンお
よび９５．５ｇの水を、撹拌器を備えたガラスビーカー内で激しく混合した。
【０１１６】
　調製例８（タンタル電解コンデンサのための電極体の製造）
　１８，０００μＦＶ／ｇの比キャパシタンスを有するタンタル粉末を、タンタルワイヤ
を含んだペレットに圧縮し、１．５ｍｍ×２．９ｍｍ×４．０ｍｍの寸法を有する多孔質
アノード体を形成するために焼結した。これらの多孔質アノード体のうちの５つを、コン
デンサ本体を得るために、誘電体を形成するために１００Ｖにてリン酸電解質中で陽極酸
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化した。
【０１１７】
　調製例９
　調製例１からの分散液を、純水を加えることによって２．０８％の濃度に希釈した。９
６ｇのこの分散液を４ｇのジメチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）と撹拌した。
【０１１８】
　調製例１０
　調製例３からの溶液を、純水を加えることによって２．０８％の濃度に希釈した。９６
ｇのこの分散液を４ｇのジメチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）と撹拌した。
【０１１９】
　実施例５（本発明に係る分散液の調製）
　調製例９からの１００ｇの溶液を、調製例１０からの１００ｇの分散液と撹拌した。
【０１２０】
　比較例２（本発明によらない固体電解質層の製造）（ＶＢ２と称される）
　調製例８からのコンデンサ本体を、１分間、調製例９からの分散液中に含浸した。その
後、乾燥を１２０℃にて１０分間実施した。含浸および乾燥をさらに９回実施した。
【０１２１】
　次いでコンデンサ本体を調製例７からの溶液中に含浸した。その後、乾燥を１２０℃に
て１０分間実施した。次いでコンデンサ本体を調製例６からの分散液中に含浸した。その
後、乾燥を１２０℃にて１０分間実施した。
【０１２２】
　次いでコンデンサ本体を調製例７からの溶液中に含浸した。その後、乾燥を１２０℃に
て１０分間実施した。次いでコンデンサ本体を調製例６からの分散液中に含浸した。その
後、乾燥を１２０℃にて１０分間実施した。
【０１２３】
　次いでコンデンサ本体を調製例７からの溶液中に含浸した。その後、乾燥を１２０℃に
て１０分間実施した。次いでコンデンサ本体を調製例６からの分散液中に含浸した。その
後、乾燥を１２０℃にて１０分間実施した。
【０１２４】
　次いでコンデンサ本体を、このように最終のコンデンサを得るためにグラファイト層、
その後、銀層で覆った。
【０１２５】
　比較例３（本発明によらない固体電解質層の製造）（ＶＢ３と称される）
　コンデンサ本体の処理を比較例２に記載されているように実施したが、調製例１０から
の溶液を調製例９からの分散液の代わりに使用した。
【０１２６】
　実施例６（Ｂ６と称される）
　コンデンサ本体の処理を比較例２に記載されているように実施したが、実施例５からの
分散液を調製例９からの分散液の代わりに使用した。
【０１２７】
【表２】

【符号の説明】
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【０１２８】
　１　電極体
　２　電極材料
　３　誘電体
　４　表面
　５　アノード体
　６　固体電解質
　７　コンデンサ本体

【図１】
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